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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第82期

第１四半期
連結累計期間

第83期
第１四半期
連結累計期間

第82期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年６月30日

自　2018年４月１日
至　2018年６月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

売上高 （百万円） 29,068 29,776 117,879

経常利益 （百万円） 4,579 4,917 17,914

親会社株主に帰属する

四半期(当期)純利益
（百万円） 3,194 3,516 14,504

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,312 3,573 16,271

純資産額 （百万円） 158,508 197,659 196,533

総資産額 （百万円） 253,892 279,181 292,379

１株当たり四半期(当期)

純利益金額
（円） 46.45 46.00 200.55

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 61.4 69.8 66.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 8,631 5,185 21,066

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,219 1,103 △23,354

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 25,436 △17,351 50,305

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
（百万円） 62,504 66,888 78,313

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

４　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業内容について、重要な変更はありません。また、主

要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

①　財政状態

　総資産は、１年内返済予定の長期借入金の返済による現預金の減少等により、前連結会計年度末に比べて

131億９千８百万円減少し、2,791億８千１百万円となりました。

　負債は、１年内返済予定の長期借入金の返済等により、前連結会計年度末に比べて143億２千５百万円減少

し、815億２千１百万円となりました。

　純資産は、前連結会計年度末に比べて11億２千６百万円増加し、1,976億５千９百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は3.6ポイント増加して69.8％となりました。

 

②　経営成績

　当第１四半期連結累計期間の売上高は、本年４月に実施された薬価改定による影響を受けながらも、前年同

期に比べ、2.4％増の297億７千６百万円となりました。

　利益につきましては、営業利益45億５千９百万円（前年同期比2.6％増）、経常利益49億１千７百万円（前

年同期比7.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益35億１千６百万円（前年同期比10.1％増）となりま

した。売上原価率は、薬価改定による上昇分を生薬関連コストの低減等で吸収し、前年同期に比べ0.8ポイン

ト低下しました。一方、販管費率は0.8ポイント上昇し、これらの結果として、営業利益率は前年同期と同じ

15.3％となりました。

 

　医療用漢方製剤全体の売上高は、前年同期に比べ2.5％伸長しました。漢方医学に対する医療関係者のニー

ズが多様化する状況において、医師への面談、医療機関説明会、漢方医学セミナーを基本とし、基礎・臨床エ

ビデンス、漢方掲載の診療ガイドラインおよび漢方医学的な処方の使い分け等に関する適切な情報提供活動を

実施しております。

　引き続き、漢方医学および漢方製剤に関する情報提供の拡充を図り、「高齢者関連領域」「がん領域（支持

療法）」「女性関連領域」の重点３領域を中心に、潜在市場の大きい漢方市場の拡大を進めてまいります。

 

③　キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、51億８千５百万円の収入となりました。前年同期との比較では、た

な卸資産の増減額の減少及び法人税等の支払額の増加等により34億４千５百万円収入が減少しております。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、11億３百万円の収入となりました。前年同期との比較では、定期預

金の増減額の増加等により23億２千２百万円収入が増加しております。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、173億５千１百万円の支出となりました。前年同期との比較では、

社債発行による収入の減少及び１年内返済予定の長期借入金の返済による支出の増加等により427億８千８百

万円収入が減少しております。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べて114

億２千５百万円減少し、668億８千８百万円となりました。

 

　当社グループは医薬品事業の単一事業であるため、セグメントごとの記載は省略しております。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。
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（３）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、15億２千万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（４）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した経営成績に重要な影響を与えるリスクはありません。ま

た、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　当社は、リスク管理主管部門による業務担当部門、グループ会社のトップへのリスクヒアリングを通じ、「リ

スク管理委員会」及び「リスク管理推進会議」をそれぞれ年２回開催し、経営リスクに対する取組み状況の確認

及び今後発生し得るリスクについて、必要な対処方法を確認しております。また、企業活動に重大な影響を及ぼ

す恐れがある緊急事態が発生した場合には、「リスク管理規程」に則って対応しております。

 

（５）資本の財源及び資金の流動性について

　当社グループの運転資金及び設備投資資金については、自己資金、社債、金融機関からの借入金により資金調

達を行っております。運転資金は自己資金及び短期借入金を基本としており、設備投資資金は社債及び長期借入

金を基本としております。

　なお、当第１四半期連結会計期間末における社債、借入金及びリース債務を含む有利子負債の残高は498億８

千４百万円となっております。また、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は668億

８千８百万円となっております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 250,000,000

合計 250,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年８月３日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 76,758,362 76,758,362
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株

であります。

合計 76,758,362 76,758,362 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2018年４月１日～

2018年６月30日
― 76,758 ― 30,142 ― 12,595

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

2018年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式　　 300,300
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　76,421,100 764,211 ―

単元未満株式 普通株式　　　36,962 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 76,758,362 ― ―

総株主の議決権 ― 764,211 ―

（注）　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式82株が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

2018年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)

株式会社ツムラ
東京都港区赤坂２－17－11 300,300 ― 300,300 0.39

合計 ― 300,300 ― 300,300 0.39

（注）　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株（議決権の数20個）あり

ます。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ツムラ(E01018)

四半期報告書

 6/17



第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 83,520 79,459

受取手形及び売掛金 42,906 42,223

有価証券 3,500 3,500

商品及び製品 8,008 8,187

仕掛品 12,797 11,758

原材料及び貯蔵品 29,188 29,765

その他 10,971 11,538

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 190,888 186,428

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 64,778 64,633

その他 82,327 83,682

減価償却累計額 △75,776 △76,989

有形固定資産合計 71,329 71,326

無形固定資産 526 600

投資その他の資産   

投資有価証券 14,179 15,277

退職給付に係る資産 1,908 2,023

その他 13,547 3,523

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 29,634 20,825

固定資産合計 101,491 92,752

資産合計 292,379 279,181

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,507 5,999

短期借入金 10,314 10,314

1年内返済予定の長期借入金 15,000 －

未払法人税等 3,538 1,815

返品調整引当金 10 11

その他 14,396 16,666

流動負債合計 48,766 34,806

固定負債   

社債 30,000 30,000

長期借入金 9,376 9,376

退職給付に係る負債 88 86

その他 7,616 7,252

固定負債合計 47,080 46,714

負債合計 95,846 81,521
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 30,142 30,142

資本剰余金 14,027 14,027

利益剰余金 140,040 141,110

自己株式 △814 △814

株主資本合計 183,396 184,466

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,748 5,308

繰延ヘッジ損益 323 662

土地再評価差額金 2,673 2,673

為替換算調整勘定 2,301 1,460

退職給付に係る調整累計額 157 174

その他の包括利益累計額合計 10,203 10,278

非支配株主持分 2,933 2,914

純資産合計 196,533 197,659

負債純資産合計 292,379 279,181
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

売上高 29,068 29,776

売上原価 12,366 12,421

売上総利益 16,701 17,354

販売費及び一般管理費 ※１ 12,259 ※１ 12,795

営業利益 4,441 4,559

営業外収益   

受取利息 14 68

受取配当金 184 118

持分法による投資利益 18 －

為替差益 14 168

その他 95 104

営業外収益合計 326 459

営業外費用   

支払利息 39 48

社債発行費 143 －

持分法による投資損失 － 43

その他 5 8

営業外費用合計 188 101

経常利益 4,579 4,917

特別利益   

固定資産売却益 2 －

特別利益合計 2 －

特別損失   

固定資産売却損 5 －

固定資産除却損 15 25

特別損失合計 20 25

税金等調整前四半期純利益 4,561 4,892

法人税等 1,288 1,317

四半期純利益 3,272 3,574

非支配株主に帰属する四半期純利益 77 57

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,194 3,516
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

四半期純利益 3,272 3,574

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 768 560

繰延ヘッジ損益 23 339

為替換算調整勘定 △784 △899

退職給付に係る調整額 47 16

持分法適用会社に対する持分相当額 △14 △17

その他の包括利益合計 39 △1

四半期包括利益 3,312 3,573

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,328 3,592

非支配株主に係る四半期包括利益 △16 △18
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,561 4,892

減価償却費 1,503 1,560

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

受取利息及び受取配当金 △198 △187

支払利息 39 48

社債発行費 143 －

持分法による投資損益（△は益） △18 43

有形固定資産除売却損益（△は益） 18 25

売上債権の増減額（△は増加） △31 662

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,379 △9

仕入債務の増減額（△は減少） △120 545

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △93 △96

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △24 3

その他 2,915 694

小計 10,074 8,184

利息及び配当金の受取額 197 234

利息の支払額 △32 △70

法人税等の支払額 △1,607 △3,162

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,631 5,185

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,134 △988

有形固定資産の売却による収入 3 －

無形固定資産の取得による支出 △64 △93

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △2 △3,802

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入
－ 3,500

貸付けによる支出 △1 △1

貸付金の回収による収入 0 0

定期預金の増減額（△は増加） △8 2,507

その他 △11 △20

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,219 1,103

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △2,267 －

長期借入金の返済による支出 － △15,000

社債の発行による収入 29,856 －

配当金の支払額 △2,143 △2,341

その他 △10 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー 25,436 △17,351

現金及び現金同等物に係る換算差額 △245 △362

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 32,603 △11,425

現金及び現金同等物の期首残高 29,901 78,313

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 62,504 ※１ 66,888
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第１四半期連結累計期間

（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

原価差異の繰延処理 　操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差異につきましては、原価計算期間

末までにほぼ解消が見込まれるため、当該原価差異を流動資産（その他）または流動負

債（その他）として繰り延べております。

 

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当第１四半期連結会計

期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表

示しております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2018年６月30日）

天津盛実百草中薬科技股份有限公司 1,920百万円 1,920百万円

盛実百草薬業有限公司 1,080百万円 1,080百万円

合計 3,000百万円 3,000百万円

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前第１四半期連結累計期間

（自　2017年４月１日
　　至　2017年６月30日）

　当第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日

　　至　2018年６月30日）

給料諸手当 4,419百万円 4,573百万円

退職給付費用 226百万円 179百万円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

 （2017年６月30日現在） （2018年６月30日現在）

現金及び預金勘定 62,542百万円 79,459百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △38百万円 △12,571百万円

現金及び現金同等物 62,504百万円 66,888百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年６月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月29日

定時株主総会
普通株式 2,201 32.00 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 2,446 32.00 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年６月30日）

　当社グループは医薬品事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

　当社グループは医薬品事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 46円45銭 46円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
3,194 3,516

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
3,194 3,516

普通株式の期中平均株式数（千株） 68,782 76,457

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　 該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年８月３日

株式会社ツムラ

取締役会　御中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田所　健

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鵜飼　千恵

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ツムラ

の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2018年４月１日から2018年６月30

日まで)及び第１四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ツムラ及び連結子会社の2018年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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